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はじめに 
新型コロナウイルス感染症が猛威を振るい、社会の様々な活動に制限がかかってい

ます。昨年のマニフェスト策定時には全く想像もつかなかったほど、社会状況が

日々刻々と変化し続けています。 

マニフェストは４年間で達成すべき項目を網羅したものですが、こうした社会変化

を受け柔軟に市民ニーズに応えていくことこそ重要です。私たち会派は議員任期の

４年の間も継続的に市民の声を取り入れる手法を工夫しながら毎年の政策提言を掲

げています。 

コロナ禍で対面での広聴会は開催が困難になりましたが、オンライン広聴会を開催

し、ＰＤＣＡサイクルを滞りなく回せるよう努めました。今回の政策提言では、今

後の行政運営が財政的にとても厳しいため、新たな要求だけでなく、これまでの事

業の見直しも指摘しています。 

特に、来年度からの予算については想定以上に厳しい状況になることが考えられま

す。市役所内部の経費見直しは当然ですが、多額の予算を必要とする公共施設の統

廃合を少しでも前に進めることが急務です。また各種補助金の見直しとともに新た

な財源の確保策も必要です。 

なお、今回新たな項目として新型コロナウイルス感染症関連の項目を追加しまし

た。ただし議会内に設置された新型コロナウイルス感染症対策検討協議会におい

て、多くの課題についてスピーディに議論が進んでいる関係上、会派としての政策

提言については最小限の項目に留めました。 

今後もマニフェスト・政策提言を軸とした一貫した議論、そして社会変化に合わせ

た市民からの声を取り入れながらの議論をしっかりと進めていきたいと考えており

ますので引き続きご注目いただければ幸いです。 

 

２０２０年１０月 よこすか未来会議一同 
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１．⾏財政改⾰ 

１ ⾏政改⾰を進めます 
① 市⻑が旗振り役となり、これまでのデジタル・ガバメント推進や業務の⾒直しを

さらに加速させ、超⾼効率の先進⾃治体を⽬指すこと。○新  

② 毎年度、部局統⼀の評価シートを⽤いた事務事業の点検を⾏い、それを決算審査
の際に議会に提出すること。⼀⽅、職員の負担軽減・評価活動の質の向上の観点
から、事務事業等の総点検と政策評価を廃⽌し、決算に⼀本化させること。 

③ 横須賀市職員の⼈材育成と積極的な政策提案を促す⽬的で、市職員を対象とした
政策コンテストを開催し、職員の意識改⾰とモチベーションアップを図ること。
○新  

④ 各⾏政センターにある程度の予算を配分し、地域の様々な要望に対して迅速に対
応できるようにすること。 

⑤ ⼀般社団法⼈横須賀市観光協会が独⽴採算で運営できるよう後押しをすること。
○新  

⑥ 各部局に跨っている貸館業務を⼀元化し、効率的な運営を推進すること。さら
に、建物の保全・管理といったハード⾯も含め、公共施設全体の管理の⼀元化を
推進すること。○新  

⑦ ⾏政の電⼦化・ペーパーレス化を推進し、業務改善に努めること。○新  

⑧ ⽼⼈デイサービスセンター、保育園、⽼⼈福祉センターの統廃合を前倒しで進め
ること。○新  

⑨ 特定の⼈が利⽤しているような施設や事業については、市税の使い⽅を⾒直し、
利⽤者等からの使⽤料収⼊での維持、あるいは資⾦援助を期待できるクラウドフ
ァンディングなどの⼿法等、新たな財源確保策を⽬指すこと。○新  

⑩ ⼊浴利⽤券やマッサージ券等については、必要な⼈に⾏き渡るような制度設計に
なるよう⾒直すこと。○新  

２ 近隣⾃治体との広域⾏政を進めます 
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３ データに基づいて政策をつくります 
① オープンデータをさらに充実させること。また、データを単に公開するだけでな
く、市⺠に向けたデータ活⽤によるビジネスプランコンテストや、データを使っ
た体験イベントを開催するなど、市⺠にデータ活⽤を促すような仕掛けづくりを
推進すること。 

４ その他 

① 在宅勤務などの柔軟な働き⽅を保障し、職員が⼦育てや介護などをしやすくする
ため、庁外での執務（在宅ワーク）ができるようさらに検討すること。また、そ
のための制度、設備の導⼊、および利⽤しやすい職場環境の整備を進めること。 

② 市外在住の本市職員が、横須賀市内への居住に魅⼒を感じ、移住するよう、政策
的な誘導策を講じること。職員服務規定に明記する、居住⼿当に差をつける、採
⽤時に優遇するなど、他都市で⾏わている様々な事例を参考に検討すること。緊
急事態宣⾔下において、都内在住者は市役所まで通勤できなかったこと、また、
近年⾃然災害が多発する中で、参集できる体制を整えることについても念頭にお
いて検討すること。 
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２．議会改⾰ 

１ 市⺠の声を聴いて政策に反映させる仕組みを設けます 
① 議会基本条例を⾒直し、議会全体で市⺠意⾒の収集⼒の向上を進めます。 

② 市⺠の意⾒を聴く会の開催を提案しています。漠然としがちな市政全般について
ではなく、可児市議会ママさん議会や会津若松市議会の地域課題懇談会を参考
に、具体的な市政課題について解決に向けた議論を進めます。 

③ 「若者議会」や若者向け意⾒交換会など、将来の横須賀を⽀える若い世代の意⾒
を⾏政の施策に反映させ、共に地域課題の解決を⽬指す場を提案しています。 

④ 市⺠の声を汲み取る制度として「市⺠フリースピーチ制度」「議会モニター制
度」や無作為抽出の市⺠の「住⺠協議会」などの導⼊を提案しています。 

２ 議会の「⾒える化」を進めます 
① 議案と議案説明資料をインターネット上に公開します。今まさに議論している市

政に関する内容の理解を促進して中継での傍聴環境を向上させるとともに、後か
らなぜその判断が議会でなされたのかを市⺠が検証できるようにし議会活動の分
析を可能とします。 

② 「市議会だより」の抜本的な改⾰を提案しています。内容はもとより版型や配布
⽅法も含め、市⺠の関⼼に応えられる広報誌に刷新していきます。 

３ その他 
① 本会議・委員会時の議員配布資料をすべてデータ化し、ペーパーレス化を促進し

ます。 

３．多様性 

１ 多様性を尊重し、誰もが⾃分らしく⽣きられる横須賀を⽬ざしま
す 

① 課⻑級以上の⼥性を 12％にするクオータ制を導⼊すること(平成 31 年 4⽉ 1 ⽇
現在課⻑以上 193 名うち 20名が⼥性で 10.4%。つまり、ポスト数が同⼀であれ
ばあと 4 名以上を課⻑級以上に登⽤すること)。また、採⽤に関しては⼥性を増
やすこと。 

② 「⼈権男⼥共同参画課」の名称を「ダイバーシティ社会推進課」に変更するこ
と。 
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４．⼦ども 

１ 待機児童ゼロを実現します 
① 潜在保育⼠が復職しやすくなる仕組み作りが必要である。勤務⽇や勤務時間につ

いて柔軟な働き⽅ができるよう⽀援すること。 

② ⺠間で賄いきれないニーズについては公で担うべきである。まずは待機児童ゼロ
を最優先課題に位置付け、公設で⼩規模保育事業を⾏うこと。（静岡市の待機児
童園を参考にすること） 

２ 全⼩学校に安⼼安全な放課後の居場所と学童クラブをつくります 
① 保護者負担の軽減を図るため、保護者運営の学童クラブの公設化を段階的に進め

ていくこと。まずはそのためのルール作りをすること。（岡⼭市の事例を参考に
すること）○新  

３ 社会的養護下の⼦どもたちを⽀えます 
① ⼀時保護された⼦どもの権利擁護と⼀時保護所運営の質の向上を図ると同時に、

保護者の不安を払拭したり職員を守るためにも、第三者評価を導⼊し、結果を公
表すること。○新  

４ その他 

① 公共施設の整備にあたっては、必ず若者（概ね 30歳未満）の意⾒を特別に聴取
する機会を設け、進めること。また、若者のみが利⽤可能な居場所の整備を官⺠
連携等を含め検討すること。 

② みんなの家についてはコミセンなどの公共施設への機能移転を進めること。また
そのスケジュールを⽰すこと。 

③ ⼀時預かりや家事育児ヘルパー等、サービスを選択できるリフレッシュバウチャ
ーを導⼊し、１歳６か⽉児健診時に配付すること。○新  

④ 国の補助⾦を活⽤し、多胎児育児⽀援の育児サポーター派遣事業を実施するこ
と。○新  
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５．教育 

１ ⼦どもたちに適切な教育環境を整備します 
① 学校プールについては稼働率が低いため、⽼朽化したものから順次廃⽌し、近隣

の温⽔プールの活⽤など学校プール新設以外の⽅法も検討すること。その際には
移動時間等を考慮し柔軟な時間割り設定をすること。また現状実技を教えていな
い学校については共同利⽤などの⽅法を検討し是正すること。 

② 学校における昼⾷時間が⼗分ではない問題について、配膳以外の喫⾷時間の最低
基準を⽰すこと。 

③ 英語教育についてはＡＬＴを⾒直し、1 ⼈ 1台端末を活⽤したオンラインレッス
ンなどの代替策を検討すること。 

④ 横須賀市⼦ども読書活動推進計画において、学校の図書館の充実がうたわれてい
る。現在⼩学校には学校司書の配置がなされたが、中学校１５校は未設置であ
る。まずは⼆校掛け持ちで良いので全校に配置すること。○新  

２ 教師の多忙化を解消し、学校教育の質を向上します 
① 教師が⼦どもと向き合う時間を確保するため、35⼈以下学級を⼩学校６年⽣ま

で早期に実現するべく、必要となる教職員数を確保すること。教員の採⽤が難し
い中では、市単独で事務職員を加配して教員の負担を減らすなど⼯夫をするこ
と。 

② 教員の多忙化に関しては、⽂部科学省が指針としても⽰している⽉ 45時間、年
360時間の時間外在校等時間を超えないよう、教育委員会は管理職とともに「横
須賀スクールスマイルプラン」をすすめること。 

③ 部活動指導員を教職員以外も採⽤するようにすること。それに伴い研修プログラ
ムを検討すること。 

④ 校内外の会議のオンライン化による管理職・教員の出張の軽減や、⽋席連絡の⾃
動応答システム等を導⼊し業務効率を上げる等、児童⽣徒と向き合う時間を増や
すこと。○新  
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６．障害者福祉 

１ 障害のある⽅が活躍できる場を増やします 
① 令和元年度の障害者雇⽤率は 2.34％となっている。引き続き法定雇⽤率を達成で

きるよう努⼒すること。短時間雇⽤を増やすなど、働き⽅に多様性を持たせ、精
神障害者や知的障害者に加え、難病や⻑期慢性疾患患者等の就労も促進するこ
と。 

２ 障害のある⽅が社会参加しやすい環境を整えます 
 

７．⾼齢者福祉 

１ ⾼齢者が安⼼して⼈⽣を送れるまちにします 
① ⼈材育成における福祉部と市社会福祉協議会との連携強化と、両者間の⼈事交流

を推進すること。○新  

② 地域包括⽀援センターには⾼齢者⼈⼝による委託費基準があるが、委託法⼈等の
持ち出しなしでは成り⽴たない現状がある。そこで、基準だけに捉われず、業務
に⾒合った予算措置をすること。また、それにより可能であれば担当地域の分割
等も検討すること。○新  

③ 認知症施策のより⼀層の充実を図ること。⾏⽅不明になってしまった認知症患者
を早期発⾒するため、実証実験が実⽤化されるまでは、GPS貸与の補助などを検
討すること。○新  

④ 認知症の⽅が起こした事故の賠償保険加⼊をすること。その際⼤和市など他都市
の事例を参考にすること。○新  

２ ＩＣＴ活⽤で⾼齢者をしっかり⽀えます 
① ⾼齢者が災害発⽣情報や⽣活⽀援情報を得やすくすることと、⾼齢者の情報通信
端末への習熟度を上げることを⽬的に、町内会館等にて⼿持ちの情報通信機器
（携帯電話・スマホ等）の活⽤⽅法を学ぶ場を提供すべく、市社協などと連携し
⽅法を検討すること。 

３ ⾼齢者の社会参加・⽣涯学習の機会を充実させます 
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８．医療・保健 

１ 地域医療体制を強化します 

２ ⾃殺対策を推進します 
① 教職員を含め、市の職員の新⼈研修にゲートキーパー研修（初級）を導⼊し、管

理職昇進時には中級・上級研修を導⼊するなど、さらなる研修機会の導⼊をはか
ること。 

３ その他 

① 喫煙者と⾮喫煙者、双⽅に配慮して分煙化を進めること。官⺠連携も視野に⼊れ
て煙が拡散しない⽅式での喫煙場所を、まずは主要駅付近の路上喫煙が多くみら
れる場所に整備すること。 

② ３歳児健診における視⼒検査の追加及び視覚検査装置導⼊と、社会性発達のリス
ク評価を⾏う機器を導⼊すること。早期発⾒によって重症化を防ぐことができ、
結果的に社会的コストを減らすことが期待できる。○新  

③ 市⺠健診や特定健診受診率向上のため、⾏政センターや⾃治会館、町内会館等に
保健所健診センター職員を派遣し、健診を実施すること。○新  

 

９．安全・安⼼ 

１ 災害に備えた体制づくりを整備します 
① 東⽇本⼤震災を教訓に、津波の恐れがある地域を対象とし、地域の実情を加味し

て避難訓練マニュアルを作成し定期的に訓練実施するよう促すこと。その際、
「津波てんでんこ」の概念を基にすること。 また、訓練を通して町内会・⾃治会
を始め市⺠の意識が向上するよう努めること。合わせて⾼さのあるマンションな
どの「津波避難ビル」指定を危険性の⾼い場所で増やせるよう努めること。 

② 避難所でのプライバシーを確保するためのパーテーションや、衛⽣⾯、健康⾯を
考慮した段ボールベッドを各避難所で備蓄すること。○新  

③ ⼤規模災害の発災時には、速やかに⼆次・三次福祉避難所を開設すること。重度
の障害や疾病等がある災害時要援護者は移動が困難であるため、障害福祉の専⾨
知識を有する事業所などと要援護者リストを共有・連携し、⽣命の安全確保がで
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きるよう努めること。市職員のうち看護師や保健師等の有資格者については、可
能な限り発災時に福祉避難所へ配置すること。 

④ 過去の震災の教訓から災害トイレの不⾜が⾒込まれるため、学校等の⼤規模な避
難所に⼤型マンホールトイレ・簡易トイレ等の設置を検討すること。合わせて紙
おむつ等の衛⽣⽤品の備蓄等、実際に被災した⾃治体を検証して対処すること。 

⑤ 災害時に電気・ガス等のエネルギー供給が断絶することを想定し、熱源や電⼒供
給源としての LPガスの導⼊、電気⾃動⾞による給電体制整備などを地域の要望
に応じて実施を進め、災害時におけるエネルギー供給源を確保すること。 

⑥ 地域防災計画については、⾵⽔害による⾼潮・暴⾵⾬に対応できるよう改訂する
こと。また、災害時の物流体制を維持するため、⾼潮・⽔害が予測される地域に
ついては、運輸交通事業者と協議し、⾼台避難所を提供する等、対策を講じるこ
と。○新  

⑦ 市内の助産師会と災害時の協定を結び、助産所も妊産婦の避難所とすること。⺟
体保護法で定められている産後８週の期間においては、⺟⼦を安全に⽀援できる
環境と必要な物資を確保しておくこと。○新  

２ 災害時の情報伝達⽅法を改善します 

① 原⼦⼒関連等の危機管理については、迅速に⽶軍側との連絡体制を構築し、情報
収集に努め、市⺠・基地従業員等に万全な対策を講ずること。異常な事象や、事
故が発⽣した際には、全ての情報をインターネット上で誰でもアクセスできる形
で公開し、発⽣事象への対処⽅法の考案や事後の改善策検討において、国内外
様々な研究機関などの協⼒が得られるようにすること。 

② 災害は、地域ごとで被害の状況が違う。その為、⾏政防災無線を活⽤し、地域ご
とにきめ細やかな情報提供を⾏うこと。○新  

③ 町内会館・⾃治会館・公共施設・市街地にWi-Fiスポットの設置を推進するこ
と。またこれらを活⽤し、防災訓練等で体験訓練を実施すること。 

 

１０．環境 

１ 豊かな⾃然環境に親しみやすくします 
① ⾥⼭的環境の保全については、⺠間団体(NPO、企業等)・市⺠と協働し、⽣物多

様性の観点から保全をすすめ、市⺠交流の場としての活⽤の促進をはかること。
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とりわけ⻑坂緑地については、活⽤計画を市⺠や⺠間団体と協議しながら具体的
に策定すること。 

２ 外来⽣物等への対策を進めます 

 

１１．まちづくり 

１ 新規のミニ開発を抑制し、再開発や空き家の活⽤を進めま
す 

① 隣地の樹⽊の越境・倒⽊などの問題に対し、できる限りの解決⽀援をすること。
特に、空き家であることに起因する課題については、空き家状態の解消に向け
て、部局横断的に連携し取り組むこと。 

２ 駅前再開発に市も参画して、公共施設と⼀体的に整備しま
す 

① 中央・久⾥浜・追浜の駅前再開発においては、主体となる準備組合・協議会に対
し、公共施設の組み込みを積極的に検討するよう依頼すること。特に、中央地区
においては、中央図書館・児童図書館の移転も含めて検討すること。 

３ 問題空き家を予防し、まちの価値を維持します 

４ ⼩学校ごとの地域コミュニティをつくります 
① 学校と地域住⺠が⼀体となって学校運営を⾏っていくため、コミュニティ・スク

ールの導⼊検討を加速させること。 
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１２．地域交通 

１ 交通不便地域の解消に向けて公共交通を強化します 

２ ２つの久⾥浜駅を１つにつなげるなど、交通結節点強化をします 

３ 国道 357号を内陸ルートにして国道 16 号の渋滞を解消し
ます 

４ その他 
① ⾃転⾞で通⾏する際、路側帯にある排⽔溝周りの凹凸が転倒等の事故を起こす原
因となっている。⼟⽊だけでなく観光・スポーツの観点で優先順位をつけて横断
的に対処していくこと。○新  

 

１３．公共施設 

１ 市⺠ニーズに応えて貸館施設をリニューアルします 
① 市施設の維持管理費を節減するため、業務遂⾏に必要な⾯積を最⼩限とするべ
く、コスト意識をもった運営に努めること。そのため「施設カルテ」の中⾝の充
実など具体的な⼯夫をし、将来的に施設の縮⼩、統廃合を進めること。 

② 貸館施設の利⽤については、現在団体であることが登録要件となっているが、市
⺠ 1 ⼈でも利⽤できる体制とすること。また、空き室がある場合は、予約なしの
利⽤を可能とし、施設内の共有スペースに充電スポットを設けること。○新  

③ 秋⾕⽼⼈福祉センターについては、歌川広重の浮世絵にも描かれた恵まれた景観
を活かし、宿泊施設や集客施設としての転⽤を⾒据えつつ⺠間のサウンディング
調査を実施すること。 

④ 天神島ビジターセンターは、⼟地を県から無償や安価で譲渡を受けるか、もしく
は市が⾃由に使える許可を得ること。そのうえで、所管を教育委員会から環境政
策部に移管し、エコツアーの拠点として再整備すること。その際、佐島マリーナ
株式会社および⼤楠漁協佐島⽀所と連携し、環境保全と経済活性化の両⽴を公⺠
連携で取り組むこと。 
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２ 地域の声を聴いて公園のルールと設備を⾒直します 
① 図書稼働率の低い⼤津公園の運動場（ラグビー場）は、⼟⽇休⽇だけでなく、平

⽇も利⽤できるよう地元住⺠との協議を進めること。 

３ 近現代史を伝える博物館を整備します 

４ その他 
① 横須賀美術館については社会教育施設としての機能や美術館としての格式をしっ

かりと維持しながら、官⺠連携も視野に⼊れてさらなる集客を図ることができる
よう、ワークショップやイベントなど、スペースの活⽤を⼤胆にはかること。 

② 児童図書館は、図書館や⼦ども関連など他施設との合併も視野に⼊れつつ、再開
発計画への組み込みを検討すること。また跡地については⺠間のサウンディング
調査を実施すること。 

③ 公⽂書館整備について情報収集、研究を進めた結果を⽰し、図書館等との複合化
での整備の計画を進めること。 

④ 総合⾼校の⼯業実習棟は、利⽤頻度が低くなっていることから、授業に⽀障のな
い範囲で「ファブラボ」など「ものづくり⼯房」としての活⽤を図ること。○新  
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１４．地域経済 

１ 起業・創業・中⼩企業の経営の悩みを⽀援します 
① 中⼩企業経営者の悩みを、豊富な経験を持つ専⾨家がアドバイスする体制をつく

ること。F-bizのようなハンズオン⽀援で、気軽に相談に来れるような場づく
り、実のある⽀援策を講ずること。 

２ 企業誘致の奨励策を改善します 

３．外国⼈の消費を喚起するためキャッシュレス化を推進しま
す 

① 地域電⼦通貨「スカ Pay（仮称）」を導⼊し、地元のお⾦が地元で回る仕組みを
つくること。 

４ 商店街を居⼼地のいい空間にし、⼈の流れをつくります 
① 空き店舗を活⽤して商店街のにぎわいづくりに効果の⾒込めるシェアキッチンや

シェアショップの設置にむけ⽀援すること。また、外国⼈が創業する際の相談窓
⼝を設置すること。○新  

１５．観光 

１ 海辺を効果的に活⽤した観光地を実現します 

２ 観光資源に磨きをかけ、来街者の満⾜度を向上します 
① ⽥浦⻘少年⾃然の家の利⽤対象者を全年齢層に広げ、名称を「⽥浦キャンプ場」

等に改称し、⺠間活⼒も導⼊しつつ飲酒解禁など規制緩和を進めて、稼働率を向
上させることについて、早期に実現に向けて検討すること。 

② ルートミュージアム構想において、ガイダンスセンターを訪れた観光客が効率的
にルートを周ることができるよう、超⼩型電気⾃動⾞や電動⾃転⾞を活⽤した気
軽な観光周遊を推進すること。 

③ 横須賀市の観光促進のために、ターゲットを明確にした SNS活⽤戦略を⽴て
て、観光客⽬線に⽴った情報発信を⾏うこと。○新  
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３ 歴史遺産に正⾯から光を当てた観光資源の活⽤をします 
① 会津若松市と富岡市が、本市となぜ友好都市協定を結んでいるのかが⼩・中学⽣

に知られていない。両市との交流事業として、⼩・中学⽣が友好都市協定を結ん
でいる歴史的背景が理解できるような相互交流企画を実現すること。 

４ その他 
① 市⺠参加のかたちで横須賀の歴史に由来する名前や姉妹都市の名を市内の道路に
愛称として命名すること。 

 

１６．新型コロナ対策 

① 感染症対策について、介護職員への教育や備蓄品のサポートを⾏うこと。○新  

② コロナ禍にあっても切れ⽬ない⾏政を前に進めるため、庁内会議にオンライン会
議を導⼊すること。○新  

③ 感染症対策を考慮した地域防災計画の改訂については、避難所の運営のあり⽅を
抜本的に⾒直すこと。○新  

④ ３密にならない⾃然環境や屋外施設を活⽤した観光資源の推進をすること。○新  

⑤ 依存症、ひきこもり等に悩む当事者や周囲の⼈が、コロナ禍においても相談先や
⾃助グループにつながるよう、積極的な情報発信・アウトリーチを⾏うこと。
○新  
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進捗管理 〜マニフェスト達成への道のり〜 
 
 このマニフェストは、⼤⼩２つのＰＤＣＡサイクルを回して政策形成&政策反
映していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 なお、進捗は随時、会派Ｆａｃｅｂｏｏｋページでもご報告していきます。 
 →https://www.facebook.com/yokosukamiraikaigi/ 
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